
 

 

令和７年度経営計画 

１．業務環境 

（１）愛知県の景気動向 

本県の景気は緩やかに回復しています。 

個人消費は物価上昇などの影響がみられるものの、緩やかな増加基調にあり、雇用・所得環境も緩やかに改善してい

ます。 

先行きについては回復が期待されるものの、米国の関税措置の動向や海外経済の先行きが不透明な状況にあることに

加え、足下では物価高や人手不足、人件費の高騰等、景気を下押しする要因もあり、今後の動向を注視していく必要が

あります。 

（２）中小企業を取り巻く環境 

コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進み、令和６年に新型コロナウイルス感染症対応資金（以下「ゼロゼロ融資」

といいます。）の返済開始の最後のピークを越え、コロナ禍から続いた各種資金繰り支援は終了しました。景気は緩やか

に回復していますが、企業の業績改善の度合いは規模や業種等によってばらつきが大きく、特に中小企業・小規模事業

者（以下「事業者」といいます。）においては、物価高や人手不足、人件費の高騰等の影響を大きく受けています。 

事業者は生産性の向上や人手不足への対応のほか、経営者の高齢化といった従来からの課題に加え、コロナ禍で増大

した債務への対応等の課題も抱えており、事業者を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続いています。 

このような中、業績の改善を目指してコスト上昇分の価格転嫁や労働環境の改善による人材の確保、生産性の向上や

新たな事業展開による企業価値の向上等に取り組む事業者がある一方で、対応が進まない事業者は競争力を失い経営状

況が悪化する傾向が強くなっています。 

事業者の業績回復を確実なものとするためにも、事業者に寄り添ったきめ細かな金融支援と経営支援がより一層重要

となっています。 
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２．業務運営方針 

本協会は、事業者のあらゆるライフステージに対応する支援態勢により、信用保証による金融支援と経営支援に真摯

に取り組み、ともに成長しながら地域経済の発展に貢献し、事業者とともに豊かな未来を創ることを目標に行動するこ

とで、地域から必要とされ続ける信用保証協会を目指します。 

コロナ禍の影響等を乗り越え、事業規模の拡大、事業転換、事業再構築等に取り組む事業者に寄り添い、企業価値の

向上につながる支援を行います。さらに、革新的なアイデアや最先端技術を持ち新たなビジネスモデルに挑戦する事業

者に対しては、中小企業支援機関やスタートアップ支援機関等との連携を強化し、成長促進に向けた支援を積極的に行

っていきます。また、経営者の高齢化が進む中、円滑な事業承継に向けた支援にも注力します。 

一方で、依然としてコロナ禍の影響等に苦しむ事業者に対しては、金融機関と連携して経営状況を把握し、資金繰り

支援にとどまらず実情に応じた経営改善支援等に取り組みます。特に、ゼロゼロ融資の返済開始を迎える事業者や返済

緩和を余儀なくされる事業者に対しては、本協会から一歩先を見据えた早め早めの対応を促し、今後の経営改善や事業

再生につながるよう丁寧かつ親身に対応します。 

これらの実行のため、以下の重点課題について、積極的に情報発信を行い取組みの周知を図りながら、ＰＤＣＡのプ

ロセスを循環させ課題の解決に取り組みます。 
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【保証部門】 

（１）事業者のニーズに応じた適正保証の推進 

事業者の抱える様々な課題に対し、金融支援面からきめ細かく対応するため、これまで以上に金融機関との連携を強

化します。金融機関や事業者への訪問など、対話を通じて把握した事業者のニーズに対して、適した保証制度の利用を

推進します。また、金融機関や中小企業支援機関等の声を保証制度の創設や既存保証制度の見直しに活かすとともに、

政策保証としての地方公共団体融資制度保証の利便性向上に努めます。 

（２）金融支援と経営支援の一体的な取組みの充実 

コロナ禍の影響等を乗り越え、事業規模の拡大や思い切った事業転換、事業再構築等に挑戦する意欲のある事業者に

寄り添い、企業価値の向上につながる支援を適時適切に行います。また、今なお、コロナ禍の影響等に苦しむ事業者に

ついては、事業の特性や将来性などを踏まえ、今後の経営改善や事業再生につながるよう、個々の経営課題の把握を行

い、必要な金融支援を迅速に行うとともに、適切な経営支援を一体的に推進します。 

（３）金融機関との連携深化 

事業者に対する支援方針、協会との適切なリスク分担、経営支援の取組みなどについて、金融機関とお互いの目線を

合わせて連携深化を図ることにより、金融と経営の両面から事業者のニーズに応じた適時適切な支援につなげます。 

（４）経営者保証を不要とする保証の推進 

経営者保証は、事業者の思い切った事業展開や創業への取組み、Ｍ＆Ａ・事業承継や早期の事業再生を阻害する要因

となり得ることから、経営者保証に依存しない融資慣行の浸透・定着等を図るため、経営者保証ガイドラインの趣旨に

則り、金融機関と連携して積極的に推進します。 
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【期中管理・経営支援部門】 

（１）事業者の持続的成長に向けた経営支援の推進と実効性向上 

コロナ禍の影響を乗り越え挑戦や変革に取り組む事業者が、様々な課題を克服し、持続的に成長を続けることができ

るよう、企業価値の向上に資する支援や経営基盤強化に向けた支援に取り組みます。 

ローカルベンチマーク策定による事業の「見える化」や資金繰り表作成支援により明らかとなった経営課題に対し、

専門家派遣による経営改善計画の策定支援等の積極的な経営支援に取り組みます。また、あいち企業力強化連携会議等

を活用し、金融機関との連携深化を図るとともに、商工会・商工会議所、よろず支援拠点、中小企業基盤整備機構等の

支援機関とも連携強化を図り、個々の事業者に応じた適切な支援を効果的に実施できる体制を構築していきます。 

こうした経営支援の効果を確認するための効果検証を行います。検証方法としては、保証料率区分及び営業利益率を

指標として、経営診断実施先と未実施先のＤＩを比較し、経営診断実施先のＤＩが上回った場合に、経営支援に一定の

効果があったものと評価します。 

（２）協会主体の経営支援の推進 

保証付き融資のシェアが高い先に対して、金融機関と連携しながら事業者の経営状況を把握し、主体的に支援を行い

ます。具体的には、保証料率区分が低下した先、ゼロゼロ融資の返済を開始する先及び返済緩和先のうち、支援の必要

性が高いと判断される先に対して、訪問やＤＭなどを活用した積極的なアプローチにより、迅速に経営支援を提案する

など、きめ細かく対応します。 

また、金融機関から経営支援を必要とする先の提案を受ける仕組みについても導入します。 
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（３）再生支援の強化 

事業者の経営状態を的確に把握することにより早期事業再生支援を着実に推進します。とりわけ、再生局面において

金融機関間での調整を要する先については、経営サポート会議の開催等を通じて、各金融機関と支援方針の共有を図る

とともに、経営改善の取組みを後押しします。また、保証付融資のシェアが高い事業者を中心に、主体的に再生支援の

必要性を検討し、必要があると認めるときは、中小企業活性化協議会への持込又は中小企業の事業再生等に関するガイ

ドラインの活用を促すなど、事業者の事業再生等の支援に向けて積極的な対応を行います。さらに、事故報告受理先に

対しては、金融機関と連携し、正常化支援、代位弁済回避に向けた取組みを行います。 

（４）小規模事業者及び女性経営者に対する経営支援の充実 

小規模事業者に対しては信用保証を通じて資金繰りの安定を図り、事業の成長を促すとともに、金融機関や中小企業

支援機関と連携し、適時適切な経営支援に取り組みます。 

さらに、女性経営者の活躍促進に向けて、フォローアップの充実をはじめ、きめ細かな支援に取り組みます。 

（５）創業者及びスタートアップ企業に対する経営支援の充実  

創業期の各ステージ（創業前・創業時・創業後）の支援を充実させるため、中小企業支援機関と連携して創業支援セ

ミナー等を開催するとともに、創業後の経営安定に向けて、フォローアップ等の伴走支援を行います。 

革新的なアイデアや最先端技術を持ち新たなビジネスモデルに挑戦する事業者に対しては、「ＳＴＡＴＩＯＮ Ａｉ」

において直接相談に対応するとともに、スタートアップ支援機関や大学、金融機関等と相互に連携し、支援強化に努め

ます。 

また、過去に事業再生の道筋が立たずやむを得ず廃業等を選択した経営者が、過去の経験を活かし再チャレンジする

場合などにおいては、経営者が躊躇することなく安心して再挑戦できるよう後押しします。 
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（６）円滑な事業承継の促進 

経営者の高齢化が進む中、円滑な事業承継が行われるよう、中小企業支援機関と連携した事業承継フェア等を開催し

ます。また、事業承継支援ニーズの掘り起こしを行うため、事業者アンケートを実施し、相談希望のあった顧客に面談

等で働きかけを行います。さらにＭ＆Ａや事業承継計画の策定などの具体的な課題の解決に適した専門家派遣の実施や

マッチングサイトの紹介、事業承継支援を担う中小企業支援機関への引継ぎ、アトツギに対する情報発信などの支援に

つなげていきます。 

特に、経営者保証については、経営者保証ガイドラインの特則を適切に運用し、経営者保証の解除を行うなど、円滑

な事業承継を後押しします。 

 

【回収部門】 

顧客の事業再生及び生活再生支援の推進 

顧客の現況を十分把握するとともに、その実情を踏まえ、経営者保証ガイドラインの適用や一部弁済による保証債務

免除、求償権消滅保証を活用し、事業再生や生活再生の支援など、再チャレンジの目線も取り入れたきめ細かな対応に

努めます。 
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３．保証承諾等の見通し 

 令和７年度の保証承諾等の主要業務数値（見通し） 

 

項 目 金 額 前年度計画額    前年度計画比 

保 証 承 諾 ５，２００億円 ５，６００億円 ９２．９％ 

保 証 債 務 残 高 １兆７，２００億円 １兆９，２００億円 ８９．６％ 

代 位 弁 済 ３２０億円 ３３０億円 ９７．０％ 

回 収 ４５億円 ４４億円 １０２．３％ 

 


